
協議資料１
第１２回 栗東市空家等対策協議会

令和６年２月１３日

●空家法改正の背景と方向性

空家法改正による市の対応について

●管理不全空家等を新たに定義

現在 改訂後

空家等
管理不全空家等

特定空家等B
特定空家等A

空家等
管理が不適切な空家等

管理不全空家等
特定空家等

●栗東市の特定空家等A・Bの見直し

空家等【法第２条第１項】
建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるも
の及びその敷地

管理不全空家等【法第１３条第１項】
空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当することと
なるおそれのある状態にあると認められる空家等

特定空家等【法第２条第２項】
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となる
おそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他
周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等

栗東市では、特定空家等を行政代執行まで行なう「特定空家等A」と、危険の
切迫性がAほど高くない空家等を「特定空家等B」に分け、Bでは助言・指導の
みできるとしている。法改正により「管理不全空家等」が「特定空家等B」に
近いものとして定義されたこと、また国が示す判断の参考となる基準が見直さ
れたことから、特定空家等認定マニュアルを改訂する必要がある。

●特定空家等及び管理不全空家等の措置の流れ
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●緊急時の行政代執行と費用徴収の円滑化

現在までのところ、栗東市では行政代執行まで至った事例はないが、災害時などが想
定されており、緊急の際には、有効となると考える。

●空家等活用促進区域と財産管理人の選任

地域の拠点となるエリアに空家が集積すると、当該地域の本来的機能を低下させるお
それがあり、特に空き家が集中するエリアを建築基準法等の規制を緩和することで、空

き家の解消を進める制度である。現在、栗東市ではそうした空き家が集中しているエリア
がないことから区域の指定を予定していないが、今後そうしたエリアが出てきた際には
区域指定を検討することになる。

「財産管理人」の選任請求権は、民法上は利害関係人に限定されているが、空家等の
適切な管理のために特に必要があると認めるときには、市長も選任請求可能となった。

●税制改正による譲渡所得の3000万円特別控除の拡充

特例の期間が令和9年末まで延長され、空き家の除却や耐震改修前の売買も対象と
なった。

●空家等管理活用支援法人の指定

現在、想定されている業務については、各団体と連携しながら対応できている。マンパ
ワーや専門的知識の不足による、空き家所有者への働きかけ等が不十分な際に市の
役割を補完することが目的とされている。不適切な団体を指定した際に指定責任を問
われる懸念もあることから、指定の基準については、今後、慎重に検討を進める。
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